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１．はじめに 

「消費活動に起因する公害･環境問題」の多くは、「大量生産･大量消費･大量廃棄」の社会･経済システ

ムを背景としている。環境問題の解決には、消費の「量」と「質」の転換が不可欠である。しかし現実の

政策決定で用いられる経済指標は、GDP や個人所得、ジニ係数などいずれも消費の「量」を測る指標が
主である。特に、消費行動を研究対象とする経済学の多くは、「消費量の拡大」が個人の効用あるいは社会

全体の厚生を最大化しているか否か、を中心テーマにしてきた。消費の「質」を測るための経済的な指標

や理論的な研究は必ずしも十分ではない。 
一方、1992年の環境サミット以降、OECDや国際連合などを中心に「持続可能な消費」指標に関する
研究が行われている。持続可能な消費指標として代表的なものには、自然資源勘定とグリーン GDP、環
境効率性、エコロジカル・フットプリント、エコロジカル・リュックサック、エコスペースなどがある。

しかし、既存の研究では、様々な指標を一つの指標（持続可能な消費指標）に集約するもの、あるいは家

計消費が環境に与える影響を数値化したものが多く、消費形態の変化が環境と生活の利便性にどのような

影響を与えているのかについて、詳しく分析した研究は非常に少ない。 
 
２．本研究の目的とフードマイルズ 

本研究で取り上げるフードマイルズとは、英国の消費運動家Tim Langが1995年に提唱した概念で、
食料が生産地から消費者に届くまでの距離をさす。フードマイルズの増加は、食料品の生産と消費が距離、

流通プロセスともに乖離したことを示している。生産地の広域化により、食料品の選択肢は多様化し、生

鮮食料品の旬も失われた。一方で、食の安全性や情報にも大きな影響を与え、環境への負荷も増大してい

る。 
フードマイルズを用いて「消費の質」を表すことには、２つのメリットがある。第１にフードマイルズ

は、エコロジカル・フットプリントやエコスペースなどの指標に比べ、指標として非常にわかりやすく、

また算出も比較的容易であることである。第２にエコロジカル・フットプリントやエコスペースなどの指

標が、間接的な環境負荷（土地面積など）を表しているのに対し、フードマイルズは環境負荷（エネルギ

ー消費量、CO2発生量）が増大する「要因」を直接表していることである。従って、フードマイルズとい
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う指標を用いることにより、食料輸送の変化が環境と生活の質の双方に与えた影響を把握することができ

ると考えられる。 
 
２．分析の概要 

まず、国土交通省『陸運統計要覧』の「輸送機関別・品目別輸送量の平均輸送キロ」を用いて国内のフ

ードマイルズ（食料品の輸送距離）を算出した。次に、算出されたフードマイルズと「環境影響指標」お

よび「生活の質指標」の関連について、回帰分析を用いて以下の仮説を検証した。これにより、食料品の

輸送距離の増大が「環境」と「生活の質」の双方とどのように関連しているのかを考察し、あわせて「消

費の質」表す指標としてのフードマイルズの有効性を検討した。 
 ①国内フードマイルズと「消費の質」について仮説を検証 
  仮説１：国内フードマイルズは食料消費の選択肢を拡大させた 
      選択指標：生鮮食料品（野菜、果物、魚介類）の旬の消失 
  仮説２：国内フードマイルズの増加は環境への影響を増大させた 
      環境指標：貨物輸送におけるエネルギー発生量、流通段階での食料ロス 
 ②国内フードマイルズ増大の要因 
    生産要因（都市近郊農地の減少、都市近郊漁業経営体の減少、食料自給率の減少） 

 流通要因（自動車による貨物輸送運賃の低下、保存技術：冷蔵・冷凍庫の普及） 
 消費要因（大型小売店販売額） 

    
３．分析の結果と今後の課題 

データから、国内のフードマイルズの増加は極めて顕著であり、1960 年代以降、国内において食料輸
送の距離が増大し、食料の物流増加の要因の1つであることが明らかとなった。またその内訳として、近
距離が大幅に減少し、100㎞以上の遠距離輸送が増大しているなどのデータが得られた。また国内のフー
ドマイルズは、一部の生鮮食料品の旬の消失（ほうれん草）に関連があるという結果が得られた。また食

料輸送に伴うエネルギー消費量については、国内フードマイルズの増大と環境への影響については、食糧

輸送に伴うエネルギー消費が排出原単位の減少にもかかわらず、フードマイルズの増大によってエネルギ

ー消費は大幅に増大していた。しかし、回帰分析を行った流通段階での食品ロスについては、国内フード

マイルズとは統計的に有意とならなかった。 
最後に、補足として国内フードマイルズの増大要因についての分析を行った。その結果、野菜のフード

マイルズでは、生産要因である都市近郊農地の減少との関連が有意となり、流通要因である冷蔵倉庫入庫

量、食料自給率との関連は明らかにならなかった。また流通要因のうち自動車貨物輸送運賃についても、

輸送費用と国内フードマイルズの増大の関連は明確にならなかった。 

以上のように、国内のフードマイルズは、一部の食料の旬消失に関連があるという結果が得られた。ま

た食料輸送に伴う貨物自動車のエネルギー消費量が大幅に増大していることも明らかになった。これらの

結果から、フードマイルズの増大は、一部の食料の選択肢を増大させ、食料消費の常時利用可能性を高め

ている一方で、環境負荷を増大させている可能性のあることが示唆された。しかし多くの回帰分析で決定

係数が非常に低く、関連が特定できなかったものが多かった。最も大きな要因として、各変数の１階の階

差を回帰式の説明変数、被説明変数にあてはめて推定したことが挙げられる。この方法では、各変数の１
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階の階差をとった方程式で推定した場合、回帰式は１期前のデータとの差同士の関係を調べているにすぎ

ないため、変数間の長期的な関係の分析は困難となる。今後は、計量手法を変更して改めて分析を行う必

要がある。 
また食料消費には、自給率の低下や農業技術の発達（品種改良、ハウス栽培の普及等）などの多くの生

産要因が関連している。さらに物流における生鮮食料の輸送技術（冷蔵・冷凍技術やコンテナ技術など）

の影響も大きいと思われる。従ってフードマイルズのみで食料消費の「質」を把握することには限界もあ

る可能性があることも今回の分析結果より得られた。各指標間の因果関係の特定や他の要因（生産・流通

技術の発展など）との関連を調べることにより、現在の食料消費の実態をより正確に反映した分析を行う

必要がある。また今回の研究では、国内のフードマイルズを指標として用いたが、国際産業連関表などを

用いて、海外分も含めたフードマイルズを算出することも指標作成の課題である。 
今回分析の対象とした「生活の質」および「環境への影響」は、それぞれ、旬の消失、貨物自動車によ

る食料１トンあたりエネルギー消費量、流通段階での食品ロスであった。しかしその他にも、「生活の質」

では都市近郊の農地減少によるアメニティ減少や食品の安全性、農薬使用、食料生産・流通のトレーサビ

リティー、「環境への影響」では農業生産における分業化が進むことによって、単一作物生産による土壌の

疲弊化や汚染なども懸念されている。今後は、これらの幅広い「生活の質」、「環境への影響」についても

分析を行っていきたいと考えている。 
フードマイルズの増加が物流における自動車走行量を増大させている要因の1つであることは明らかで

あり、今後もフードマイルズの増大による「生活の質」および「環境への影響」についてさらなる分析を

行う予定である。また近年、有機農産物の普及や「地産地消運動」などの新たな消費の形態が注目を集め

ている。食料消費で言えば、フードマイルズの縮小や「顔の見える生産者運動」によって、「生産と消費の

乖離」を改善し、生活と自然・環境の関わりを再びつなげようとする試みである。今後は、これらのグリ

ーン・コンシューマリズムの動きと環境への影響について、フードマイルズを通して調査することにより、

消費行動の変化が環境負荷の減少にどのような貢献ができるのかについても調査できるのではないかと考

えている。最終的には、これらの研究を通して、「消費の質」を経済学的に議論するための理論的・政策的

な論点の整理を行い、環境負荷の小さい消費社会を実現するための政策的な示唆を得たいと考えている。 
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図表１ 貨物自動車品目平均輸送キロ 

（km）
1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970

穀物 11.1 10.8 9.7 12.4 10.5 14.4 11.3 14.4 13.6 24.2
野菜・果物 17.7 18.7 24.6 24.9 24.1 38.0 34.7 13.1 36.6 31.4
その他の農産品 18.5 21.1 23.1 23.0 18.8 19.1 29.0 25.6 22.3 28.4
畜産品 32.3 33.4 26.2 47.1 53.4 41.2 42.1 53.1 53.6 46.4
水産品 25.0 25.8 32.3 38.1 44.9 45.4 50.9 42.6 81.8 57.7

1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980
穀物 12.4 21.6 16.1 14.3 14.7 14.8 15.0 21.6 19.5 29.1
野菜・果物 34.1 35.2 22.0 43.7 54.1 38.1 48.2 60.7 53.07 72.4
その他の農産品 14.1 27.6 18.3 25.3 23.5 25.9 33.3 20.6 33.88 23.9
畜産品 50.6 52.3 50.2 53.0 56.4 74.6 45.8 56.2 53.77 58.6
水産品 55.8 60.7 55.3 60.7 72.3 72.4 58.0 96.9 84.71 87.7

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990
穀物 29.2 40.3 37.3 44.8 40.2 46.1 35.1 40.3 34.0 45.6
野菜・果物 64.0 65.0 76.0 87.9 75.3 80.6 65.5 75.8 78.3 75.5
その他の農産品 32.2 28.4 43.0 35.4 35.0 57.0 34.9 36.5 30.9 43.7
畜産品 60.9 58.3 67.0 85.1 81.6 79.5 64.8 47.1 56.8 50.6
水産品 72.2 82.4 88.5 95.7 82.6 89.8 70.9 74.1 87.7 94.3

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
穀物 － － 52.3 52.8 50.8 60.1 74.1 64.2 82.6 79.1
野菜・果物 － － 95.6 87.6 94.1 82.9 84.6 92.4 102.3 99.3
その他の農産品 － － 27.8 71.3 53.3 34.4 39.5 52.6 47.6 55.0
畜産品 － － 104.9 87.9 97.7 85.3 94.1 83.5 95.6 103.5
水産品 － － 100.5 133.4 93.8 111.8 116.7 106.0 102.7 141.4

（資料）国土交通省『陸運統計要覧』より筆者作成。 
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図表4 食料の旬の消失（１家計あたり１月あたり消費量）と価格の比較 

表5 国内フードマイルズと食料の旬についての回帰分析結果 ①野菜果物 

g 円/g g 円/g g 円/g g 円/g
1月 1,103 5.7 429 64.7 5 16.5 510 64.5
2月 1,188 6.2 562 57.0 8 13.1 614 59.4
3月 2,003 4.6 634 42.1 47 14.9 740 60.2
4月 1,912 3.8 444 45.7 93 13.5 1027 58.6
5月 962 3.9 409 50.4 629 9.6 1620 46.9
6月 253 5.2 286 60.6 4087 5.7 1691 41.0
7月 29 5.8 188 71.2 6202 4.8 1560 40.6
8月 24 7.1 161 82.3 2410 5.8 1238 48.7
9月 97 7.9 222 85.4 853 7.2 1078 52.6
10月 927 7.4 479 59.5 71 10.5 884 53.4
11月 1,531 6.5 521 47.0 16 12.1 632 54.6
12月 1,521 6.3 565 48.1 21 14.6 665 55.9

g 円/g g 円/g g 円/g g 円/g
1月 96 10.6 58 83.2 35 8.8 101 82.8
2月 95 9.9 59 85.0 76 7.0 143 78.4
3月 93 10.4 66 81.7 142 6.6 195 79.3
4月 79 10.8 55 82.7 162 5.6 232 81.2
5月 67 10.7 54 83.2 163 5.9 212 78.3
6月 78 8.8 53 83.7 144 5.9 169 79.2
7月 63 9.2 71 99.3 128 5.5 130 78.8
8月 107 11.7 262 104.4 121 5.3 122 83.1
9月 1,207 9.9 716 75.6 147 5.5 130 80.7
10月 1,014 7.9 471 70.6 144 6.4 139 78.8
11月 567 8.2 200 73.3 102 7.5 113 79.8
12月 219 9.3 81 72.2 81 8.2 105 78.6

（昭和36） （平成13）
1961年 2001年
（昭和36） （平成13）

（平成13） （昭和36） （平成13）

1961年 2001年

ほうれん草 トマト

さんま あさり

1961年 2001年 1961年 2001年
（昭和36）

（出所）総務省『家計調査年報』より筆者作成。 

 

図

式 被説明変数 説明変数 係数 ｔ値 AdjR2 期間 

5-1 ⊿旬指 草） ⊿  6  標（ほうれん FM野菜 -0.26 -2.38 0.25 7～99

 旬：冬 ⊿ハ  -0.002 -0.53 ウス栽培面積   

（ほうれん草） ⊿FM野菜 -0.26 -2.33 99 

 旬：冬 ⊿ハ  -0.003 -0.87 ウス栽培面積   

  ⊿食料自給率・野菜 -1.90 -1.11   

⊿FM野菜 -0.62 -1.76 99 

 旬：夏 ⊿ハ  -0.002 -1.36 ウス栽培面積   

はフードマ の略である。以下の図表で 同様。

5-2 ⊿旬指標  0.27 67～

5-3 ⊿旬指標（トマト） 0.16 67～

（注）FMと イルズ も  
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